
石川県立看護大学及び石川県立大学における

研究活動上の不正行為への対応等に関する基本方針

平成27年 4月 1日

石川県公立大学法人規程法第 58号

l趣旨)

第 1条 この基本方針は、石川県立看護大学及び石川県立大学 (以下「両大学」という。)におけ

る研究活動上の不正行為を事前に防止し、公正な研究活動の推進を図るために必要となる事項を

定めるものとする。

(定義)

第 2条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1)研究活動上の不正行為

ア 故意又は研究者としてわきまえるべき基本的な注意義務を著しく怠ったことによる、捏

造、改ざん、又は盗用 (特定不正行為)

イ ニ重投稿、不適切なオーサーシップ及び不正行為の証拠隠滅・立証妨害 (特定不正行為

以外の不正行為)

(2)好ましくない研究行為

サラミ出版 (分割出版)、 先行研究の意図的な不参照、利益相反及び利益相反に関する情

報の非開示、不適切なピア・レビュー (査読)、 研究データ等の不適切な管理

→ 傷町表)研究活動上の不正行為及び好ましくない研究行為

(3)研究者等

ア 両大学に雇用されて研究活動に従事している者
イ 両大学の施設や設備を利用して研究に携わる者
ウ 前 2号に定める者と共同して研究活動を行う者 (大学外部の者を含むち)

(研究者等の責務)

第3条 研究者等は、研究活動上の不正行為及び好ましくない研究行為を行ってはならず、また他

者による不正行為の防止に努めなければならない。

2 研究者等は、研究者倫理及び研究活動に係る法令等に関する研修又は科目等を受講しなけ

ればならない。

3 研究者等は、研究活動の正当性の証明手段を確保するとともに、第二者による検証可能性

を担保するため、実験・観察記録ノート、実験データその他の研究資料等を一定期間適切に保存・

管理し、開示の必要ズJ陛及び相当性が認められる場合には、これを開示しなければならない。

(責任体系)

第4条 両大学の研究活動上の不正行為に対応するために、総括責任者及び研究倫理教育責任者を

置く。



(鮪責儲 )

第 5条 総括責任者は、研究倫理の向上及び不正行為の防止等に関し、大学全体を統括する権限と

責任を有する者とし、公正な研究活動を推進するために適切な措置を講じるものとする。

2 総括責任者は、各大学の学長をもつて充てる。

(研究倫理教育責任者)

第 6条 研究倫理教育責任者は、各大学における研究倫理教育について実質的な権限と責任を有す

る者とし、研究者等に対し、研究倫理に関する教育を定期的に行うものとする。

2 研究倫理教育責任者は、石川県立看護大学にあつては研究科長、石川県立大学にあつては総

括責任者が指名する者をもつて充てる。

(コンプライアンス委員会の設置)

第 7条 総括責任者は、研究活動上の不正行為を事前に防止し、公正な研究活動の推進を図るため

学内にコンプライアンス委員会を置き、委員長には研究倫理教育責任者をもつて充てる。

2 前項に定めるもののほか、コンプライアンス委員会に関し必要な事項は、別に定める。

(研究倫理教育の実施)

第 8条 コンプライアンス委員会は、研究者等に求められる倫理規範を修得させるため、研究者等
を対象に、研究倫理教育を毎年 1回以上実施しなければならない。

2 コンプライアンス委員会は、学生の研究者倫理に関する規範意識を徹底していくため、両大学
に在籍する大学生及び大学院生を対象に、学生向けの研究倫理教育を実施するものとする。

(メ ンターの酉己詈Ll

第 9条 総括責任者は、若手研究者等が自立した研究活動を遂行できるよう適切な支援・助言等を

与えることを目的として、大学内にメンター (助言者)を配置する。

2 メンターに関し必要な事項は、別に定める。

(研究データの保存・開示)

第 10条 研究者等は、研究成果の第二者による検証可育B性を確保するため、研究データを一定期

間適切な形で保存し、必要な場合には速やかに開示するものとする。

2 研究データの種類、保存期間及び保存方法等について必要な事項は、別に定める。

(告発窓日の設置)

第 11条 総括責任者は、研究活動上の不正行為に係る告発窓口を、各大学事務局総務課に置く。
2 告発した者は、石川県立看護大学及び石川県立大学における研究活動上の不正行為に係る調査

に関する規程 (平成 27年法人規程法第61号)第 32条第 1項の規定により保護される。

3 前 2項に定めるもののほか、告発窓口に関し必要な事項は、別に定める。

(相談窓日の設置)

第 12条 総括責任者は、研究者等及び外部からの研究活動における不正行為に関する相談を受け



る相談窓口を、各大学事務局総務課に置く。

(調査の体制・手続)

第 13条 研究活動上の不正行為に係る調査の体制 。手続等は、別に定める。

(研究者等の懲戒等)

第 14条 研究活動上の不正行為に係る研究者等の懲戒等の処分に関し必要な事項は、別に定める。

(取組状況の公開)

第 15条 総括責任者は、研究活動上の不正行為への対応に関する取組状況を各大学のホームペー

ジ等で公開する。

(不正事案に係る情報公開)

第 16条 総括責任者は、内部調査等により不正を認定した場合は、ホームページ等で速やかに調
査結果を公表しなければならない。

2 公表する内容は、別に定めるc

附 則

1 この規程は、平成 27年 4月 1日 から施行する。



研究活動上の不正行為及び好ましくない研究行為 (別表)

参考)不正行為とみなされない研究行為

区 分 該当する行為 定 義

研
究
活
動
上

の
不
正
行
為

特定不正行為

握造 しないデータ、研究成果等を作成すること

改ざん
研究資料・機器・過程を変更する操作を行い、データ、研究活動によつて得られた結果

等を真正でないものに加工すること

盗 用
他の研究者のアイディア、分析・解析方法、データ、研究成果、論文又は用語を当該研

究者の了解又は適切な表示なく流用すること

特定不正行為以外の不
正行為

二重投稿
他の学術雑誌等に既発表、又は投稿中の論文と本質的に同一の内容の原稿をオリジ

ナル論文として投稿すること

不適切なオーサーシップ

「

として記

載しないこと(ゴースト・オーサーシップ)、 又は当人の承諾なしに著者に加えること

◆研究成果の発表物 (論文)の「著者」となることができる要件◆

下
軽総 議給   晟辞業激
蕊藷協豊騨歌範瓢鶴 舗議する意見を表日月して
論文の完成に寄与していること
③論文の最終版を承認し、論文の内容について説明できること

不正行為の証拠隠滅・立証妨害 研究活動上の不正行為が指摘された際の、当該不正行為の証拠隠滅及び立証妨害

好ましくない研究行為

サラミ出版 (分割出版) 一つの研究を複数の小研究に分割して細切れに出版すること

先行研究の意図的な不参照 対立する研究グループによる研究成果を意図的に参照しないこと

和I益相反及び
利益相反に関する情報の非開示

外部との経済的な利益関係によって、研究に必要とされる公正かつ適正な判断が損な

われる。又は損なわれるのではないかと第二者から見なされかねない事態

不適切なピア・レビュー(査読)
当該論文著者と競争関係にあるなど、著者と一定の利害関係にある査読者が、査読

を理不尽に厳しくしたり、査読過程を意図的に遅らせたりすることで不当な不利益を与

えること。又は査読の評価基準を緩めて不当な利益を与えること。

研究データ等の不適切な管理
係書類等を所属機関が規程等で定める

区 分 該当する行為 定 義

不正行為とみなされない研

究行為
結果的な誤り

科学的に適切な方法により正当に得られた研究成果が、結果的に誤りであるこ

とが後の研究で判明した場合


